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いて考察する。同地域の東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 
















ではないかと指摘する。最後に、1967 年に設立した ASEAN の中核的原則が内政
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年に「介入と国家主権に関する国際委員会（International Commission on 









































































































09 年に潘基文国連事務総長は「保護する責任」を実施に移すために、第 1 の





第 3 節では、「保護する責任」概念の活用と派生を論じる。安保理では 06 年
から 18年 4月までに「保護する責任」に言及する決議が 68回採択されている。
09以降に採択は増大するが、「保護する責任」での議論を通じて「保護する責任
担当官」の設置が制度化された。このポジションは各国の政府高官が対応して
いる。ちなみに ASEAN 諸国では唯一カンボジアが 16年に設置している。また、
非国家アクターで国境を越えたネットワーク「虐殺予防のためのアジア太平洋
パートナーシップ：APPAP」がアジア太平洋地域の 10カ国 14組織で 16年 11月
に設立された。 























第 2部 東南アジア地域における「保護する責任」規範の動態 
第 2 部を構成する第 3 章、第 4 章、第 5 章、第 6 章では、東南アジアにおけ
る「保護する責任」規範の現地化に関連する現象を検証している。 
 
第 3章 「保護する責任」と ASEAN 
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